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〇【設置理由】（フォーラムとの違い）

令和４年度 フォーラムの目的

受入れを前提に、JR東海から置き場計画の詳細を聞き、町と町民が有識
者に確認しながら、町民が抱く不安や心配を解消する。

結果
・地元を中心に不安や心配の声が解消されず、地元の会が反対を表明。
・町民からは現在も、理解/反対の意見が聞かれる。

令和５年度 審議会の目的

受入れ前提は無くしゼロベースで、町民が抱く不安や心配、疑問といっ
たJR東海の計画に対する評価や意見を多方面から集約する。

目指す姿

JR東海と解決に向かって協議が進められる町の回答ベース（町民・町と
JR東海の双方が合意できる内容を目指したより良い計画）をまとめる。

〇【趣旨】

〇【話し合う内容】

〇【役割】

メンバー選任の考え方

・広く各界各層から適切な人材を選出し多様な意見を集約する。
・地元の方、関係団体、公募委員に加え、識見者（会のコーディネート、環境アセスメント、湿地や希少動植物等）も選任し、課題の整理や検討・選
択の実現性を高める。

前提条件 リニア建設に伴い、要対策土を含む約90万㎥の発生土が生じる。JR東海から坑口付近で発生土の置き場計画の提案を受けている。

審議の仕方 ① 結論ありきではない ② 意見を出し合う ③ 他人の意見を聞く ④ 解決に向けた結論（提案）に導く

・JR東海から説明を受けたフォーラムの結果を踏まえた情報、新たな情報、必要な情報を提供する。
・課題を整理し、疑義や条件を共有する。多様な選択肢を検討・選択し、より良い結論に向けて合意・修正する。
・熟慮や討議を経て、審議会としての結論（答申）を出す。
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環境アセスメント手続きにおける現在の状況
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環境影響評価法に基づいた手続き
（東京-名古屋間 リニア本線工事）
※全工区共通

置き場など付帯施設に
ついては別紙のとおり
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・希少動植物調査
・要対策土の対応
・高盛土の安全性

など
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御嵩町置き場計画 ※1

①初版 ⑥最終版

フォーラム
（R4）

置き場計画審議会
（R5）

・ゼロベース協議
・置き場計画に対する評価、
意見を多方面から集約
→ 答申

・受入れ前提協議
・有識者を交えた置き
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準備書知事意見に基づいた手続き
※御嵩町発生土置き場
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御嵩町整理

※１ 御嵩町置き場計画の特徴
・重要湿地の範囲内に計画
・JR東海が町有地を購入し、要対策土を恒久処分


